
（株）佐賀県農協共済福祉事業社

当期純利益　　２３,１８１，３３８円

純　資　産　の　部

　　　【利益剰余金　　 】 【  136,327,621】

　　　【資本金　　　　　 】 【　  60,000,000】

360,000

（無形固定資産） (310,568)

減価償却累計額（車両）

3,432,464

3,844,699

255,518

商品券 165,000395,916

41,297,000

未払消費税等 2,655,600

預り入湯税 212,550

1,580,357

定期預金（3ヶ月超） 10,000,000

クーポン

41,106,030

売掛金 3,716,811

6,931,916

未払法人税等 7,343,900

882,000

△143,000

【固定資産　　　　　　　】

未払金（その他）

代理店勘定（損害）

1,022,889 預り金

29,352 賞与引当金

（有形固定資産）

代理店預金

飲料材料

料理材料

貯蔵品

商　品

貸倒引当金（流動）

出資金（その他） 2,500

【株主資本　　　　　　　】

その他無形固定資産

（投資その他の資産）

減価償却累計額（工具） △25,890,371

出資金（組合）

310,568

(14,969,857)

貸　借　対　照　表
平成２０年３月３１日　現在

車両運搬具 16,457,682

859,000

負債の部合計 104,546,736

役員退職慰労引当金

【引当金等　　　　　　　】 【　35,181,497】

【流動資産　　　　　　　】 【  278,164,236】

△15,470,289

工具器具備品 32,332,674

【　22,710,121】

(7,429,696)

現金及び預金

繰延税金資産（流動）

未収収益

資　産　の　部 負　債　の　部

科　目 金　額 科　目 金　額

【  69,365,239】

（その他利益剰余金） (　 136,327,621)

211,927,523

2,039,281

【　196,327,621】

退職給付引当金 34,322,497

買掛金 8,833,669

資産の部合計 300,874,357 負債・純資産の部合計 300,874,357

単位：円

繰延税金資産（固定） 14,607,357 純資産の部合計 196,327,621

目的積立金 108,000,000

繰越利益剰余金 28,327,621

【流動負債　　　　　　　】



株式会社佐賀県農協共済福祉事業社 単位：円

目的
積立金

繰越利益
剰余金

前期末残高 60,000,000 85,000,000 28,146,283 113,146,283 173,146,283 173,146,283

当期変動額 0

　剰余金の配当に伴う積立 0 0 0

　当期純利益 23,181,338 23,181,338 23,181,338 23,181,338

　任意積立金の積立 23,000,000 △ 23,000,000 0 0 0

当期変動額合計 0 23,000,000 181,338 23,181,338 23,181,338 23,181,338

当期末残高 60,000,000 108,000,000 28,327,621 136,327,621 196,327,621 196,327,621

株主資本等変動計算書

自　平成19年4月1日　　　至　平成20年3月31日

株主資本

純資産
合計

資本金

利益剰余金

株主
資本
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計



Ⅰ．重要な会社方針に係る事項に関する注記
　　１．資産の評価基準及び評価の方法
  　　（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法　　　　　

        ①商品 最終仕入原価法による原価法

　　　　②料理飲料材料 最終仕入原価法による原価法

　　２．固定資産の減価償却の方法
  　　（１）有形固定資産

        ①平成19年4月1日以降取得資産

　 　　　　法人税法に定める定率法。

        ②平成19年3月31日以前取得資産

　 　　　　法人税法に定める旧定率法。

　　３．引当金の計上基準
　　  （1）貸倒引当金　

           債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、計上しています。

　  　（２）賞与引当金　

           社員に支給する賞与に備えるため、将来の支給見込額のうち当期対応分を計上しています。

　  　（3）退職給付引当金　

           社員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期末に発生して

         いると認められる額を計上しています。

　  　（４）役員退任慰労金引当金　

           役員に対する退任慰労金に備えるため、内規に基ずく期末要支給額を計上しています。

　　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　  　（１）消費税の会計処理

           消費税については税抜経理方式によっています

　  　（２）リース取引に関する会計処理

           リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　 通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。

　　５．会計処理の変更
　　  （１）固定資産の減価償却の方法に関する会計基準

　　　　　    法人税法の改正（「所得税法等の一部を改正する法律　平成19年3月30日　法律第6号」および

　　　 　　 「法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年3月30日政令第83号」）に伴ない、平成19年4

　　　　　 月１日以降取得資産の減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。な

　　　　　 お、この変更により、従来の方法と比べて、減価償却費が32,178円増加し、営業利益、経常利益お

　　　　　 よび税引前当期純利益がそれぞれ32,178円減少しております。

　　　　　　　また、平成19年3月31日以前取得資産で償却可能限度額まで償却したもののついては償却終了

　　　　　 した年度の翌年度から残存簿価を5年間で均等償却することとしております。当期における当該償却

　　　　　額は140,568円であって、これにより、従来の方法と比べて、営業利益、経常利益および税引き前当

　　　　　期純利益がそれぞれ140,569円減少しております。

　　１．当期末における発行済株式の数
　　　　普通株式　　　　　　６０，０００株

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記

個　別　注　記　表

自　平成19年4月1日　　　　至　平成20年3月31日


